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日本における内閣提出法案の立案過程とパブリックアフェア ズー
弁護士　染 谷 隆 明
１　はじめに
　筆者は，一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律（平成12年法律
125号）３条１項に基づき消費者庁に任用された後，同庁において，不当景品類及び
不当表示防止法（昭和37年法律134号。以下「景品表示法」という。）に課徴金制度を導
入する不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法律（平成26年法律118号。
以下「平成26年11月改正法」という。）の企画・立案を行うとともに，平成26年11月改
正法の施行準備を行う機会に恵まれた１）。
　筆者は，その間，事業者の表示実務に大きな影響を与える平成26年11月改正法の
立案や施行準備の担当者として，平成26年11月改正法に関係する府省庁の他多くの
事業者・事業者団体・消費者団体などの利害関係人（以下「ステークホルダー」という
ことがある。）との間で調整業務等を幅広く経験した。
　ところで，当該調整業務の中で，複数の事業者から，どのタイミングでどのよう
に意見表明などを行うのかよくわからないという声が多く聞かれたところである。
　このような声の背景は，内閣提出法案の立案担当者にとっては暗黙知である内閣
提出法案の立案過程に関する知識が共有されていないことによることが大きいもの
と思われる２）。後記２のとおり，ルール形成戦略は企業の競争戦略を支える一つの
柱であり，今後もルール形成戦略が重要となることを考慮すると，事業活動や社会
に影響を与え得る内閣提出法案の立案過程に関する知識が浸透していない現状は相
当ではない３）。
１）平成26年11月改正法で導入された景品表示法の課徴金制度については，染谷隆明ほか編著
『詳説　景品表示法の課徴金制度』（2016年，商事法務）を参照されたい。
２）その他理由としては，当該事業者が業界団体に属していないことなどにより法改正に関する
情報に接する機会が乏しいなどの理由も挙げられよう。
３）最近における成立した法律のうち内閣提出法案はおよそ約77％にのぼる（内閣法制局「最
近における法律案の提出・成立件数」（http://www.clb.go.jp/contents/all.html））。
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　そこで，本稿は，ステークホルダー，特に企業がパブリックセクター（政府・政策
関連機関）へのパブリックアフェアーズを行う際の参考を提供することを目的とし
て，パブリックアフェアーズの意義と競争戦略としてのルール形成戦略を確認した
上で（後記２），内閣提出法案の一般的な立案過程とその間に行われるパブリックア
フェアーズの内容の例を概説（後記３）する。
２　パブリックアフェアーズとルール形成戦略
⑴　パブリックアフェアーズとは
　パブリックアフェアーズの定義は，必ずしも明確ではないが，広義には企業によ
るパブリックセクターとの間の戦略的コミュニケーションである。ひとまず，狭義
の意味である，「自社に好都合なルールを獲得すべく公正，透明な方法で交渉し，合
意を形成すること」４）であると考えるとわかりやすい。
　パブリックアフェアーズは，ロビイングと対比して論じられることがある。ロビ
イングは，通常，特定の企業・団体が個別の問題についてパブリックセクターに働
きかけ，政策立案担当者に個別の問題への正確な理解を求めたり，業界の考えを伝
達したりするなどクローズドな活動である。一方，パブリックアフェアーズは，そ
のような活動のみにとどまらず，より長期的に企業・団体が社会に貢献していく文
脈で多様な利害関係者（政策立案担当者の他消費者団体，研究者等専門家，NGO，広く
は世論）と公正な方法で交渉し，適正なルールを考え，合意を形成していく公明正大
な活動であるとされる５）。
　パブリックアフェアーズは，このような開かれた性質から，企業が自己の利益の
みを追求して行うことは困難であり，消費者の利益の擁護・増進や環境保護などの
公益との調和を常に模索する必要がある。
４）西谷武夫『パブリックアフェアーズ戦略』（2011年，東洋経済新報社）20頁。
５）例えば，前注20頁，齋藤国雄「パブリックアフェアーズ研究会のご紹介」（2016年，「日本組
織内弁護士会報 No. ２」所収）８頁など。ただし，本文で説明した「パブリックアフェアーズ」
の意味で「ロビイング」という用語を使用している例もある（例えば，株式会社ベクトル＝藤
井敏彦他『ロビイングのバイブル』（2016年，プレジデント社）12頁）。「パブリックアフェア
ーズ」を用いる論者は，「ロビイング」に対する閉鎖的なイメージを避けることを意図してい
るようである。要は呼び方の問題であるが，本稿は，「パブリックアフェアーズ」を用いる。
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　また，パブリックアフェアーズは，法令などのハードローのみを対象に行われる
わけではなく，法令の解釈に係るガイドラインや技術標準などのソフトロー策定の
働きかけはもとより，パブリックアフェアーズを行う企業が目的とする合意形成の
ため，例えば消費者の情報セキュリティリテラシーの向上といった消費者教育や社
会のインターネット環境整備を促進する活動なども行われることがある。
⑵　競争戦略としてのルール形成戦略６）
　昨今，ITが普及し，新規ビジネスが開発されることに暇がなく，商品やサービス
の市場もグローバル化している。
　既存の法律等のルールは，必ずしも，新規ビジネスが登場することを予定して制
定されているものではないから，当該ルールを当該新規ビジネスに形式的に適用す
る場合，当該新規ビジネスの阻害となることが起こる。この場合，当該新規ビジネ
スを実施する企業は，当該新規ビジネスに市場があり，社会にも貢献するものであ
るなら，当該ルールを変更するために経営資源を当てるべきこととなる。
　また，例えば，ある商品やサービスの技術標準や規格が定まっていない市場があ
るとする。この場合，自社が採用している技術や規格が，技術標準や標準規格に定
まった場合には，当該市場のシェアを大きく伸ばすことが可能である企業もあろう。
当該企業は，自社の技術や規格が標準化されるよう経営資源を当てるべきこととな
る。
　このようにルール形成は事業環境を整備するなど，ルール形成戦略が競争戦略を
支えるケースは多数ある７）。ルールは，本来，活用し，作り，変更すべきものなので
ある。このルール形成戦略を支えるのがパブリックアフェアーズである。
　日本企業は，従前，いわばお上からルールが与えられるものであり，一旦ルール
が出来た後はこれを金科玉条視して，ルールを形成するということに積極的に関与
６）競争戦略としてのルール形成戦略については，経済産業省通商政策局ルール形成戦略室「企
業戦略としてのルール形成に向けて」（2014年），藤井敏彦『競争戦略としてのグローバルルー
ル　世界市場で勝つ企業の秘訣』（2012年，東洋経済新報社），西谷・前掲注４），株式会社ベ
クトル＝藤井敏彦他・前掲注５）を参照。２⑵の記述はこれらの文献に負う。
７）前注の文献に企業がルール形成戦略を活かした事例が豊富に掲載されているので参照されたい。
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してこなかったように思われる。しかし，最近，日本にも，パブリックアフェアーズ
を担当する公共政策部・政府渉外部といった部門を有する企業が増えてきている８）。
こういった企業がルール形成に寄与することにより，今後さらにパブリックアフェ
アーズを行う企業が増加することが予想される。
３　内閣提出法案９）の立案過程とパブリックアフェアーズ
⑴　内閣提出法案の立案過程概要
　内閣提出法案が成立するまでに行われる大まかな過程は次のとおりである。
①法律所管府省庁による法律案の作成
②内閣法制局審査
③関係府省庁や事業者・消費者・団体などとの調整
④与党プロセス
⑤閣議決定
⑥国会審議
⑦法律の成立・公布
　ここでは，①から⑦までの各項目を概説すると共に，ステークホルダーがどのよ
うにルール形成に関与しているか例を挙げつつ説明する。
⑵　①法律所管省庁による法律案の作成
　内閣が国会に提出する法律案の原案の作成は，改正の対象となる法律を所管する
各府省庁において行われる。
　各法律所管府省庁は，所管行政の遂行上決定された施策目標を実現するため，新
たな法律の制定または既存の法律の改正もしくは廃止の方針が決定されると，法律
案の第一次案を作成する。この第一次案を基に当該法律案に関係する府省庁（以下
「関係府省庁」という。）や事業者・消費者のほか業界団体との意見調整等が行われる
８）企業の公共政策部・政府渉外部といった部門に勤務する弁護士も増えている。
９）内閣の他に法律を提出する主体としては当然のことながら，両院の国会議員が存在する。国
会議員が提出して成立した法律は議員立法と呼ばれている。議員立法の立案過程は本稿の対象
外である。
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（この点については後記③も参照）。なお，特定の法律を制定または改正する必要があ
るが，複数の府省庁に関係するものである場合など，どの府省庁が当該法律案の作
成を担当すべきか明らかではないときもある10）。このような場合であっても，最終
的には法律所管府省庁が決定され，当該法律所管府省庁が法律案の原案を作成する
こととなる。
　また，法律所管府省庁が法律案の第一次案を作成するに当たり，審議会に対する
諮問や公聴会における意見聴取等を必要とする場合には，これらの手続も行われる。
法律所管府省庁は，重要な法律の改正を検討する場合，通常，審議会に対して諮問
を行う11）。審議会により一定の法律改正の必要性と方向性を示す答申が行われると，
法律所管府省庁は，法文化の作業を行い，法律案の原案を作成する。
　このように，審議会の答申によって法律改正の必要性と方向性が示されることが
あるので，法律所管府省庁は，審議会における議論はもちろんのこと，審議会の水
面下においてステークホルダーとの間で意見調整等を行うこととなる。
⑶　②内閣法制局審査（予備審査）
　　ア　予備審査の手続
　内閣が提出する法律案は，閣議に付される前に全て内閣法制局における審査が
10）例えば，元内閣法制局長官山本庸幸（現最高裁判所判事）は，法律所管府省庁が中々決まら
なかった例として，製造物責任法（平成６年法律85号）を挙げ，次の通り述懐している。「こ
れは非常に珍しい例で，担当省庁が決まらず，その後もお互い譲らず，当時の経済企画庁，通
商産業省，法務省が何の整理もないまま内閣法制局にやってきて，参事官だった私の目の前で
互いに主張するという混沌とした状態から始まりました。普通の法律ですと，担当省庁はひと
つで，その省の担当者が条文案と主な論点を作り上げてから内閣法制局にやってくるのですが，
この場合はほとんど何も合意ができていない状態でした。普通，内閣法制局は法案の段階から
しか関与しないのですが，その前の段階から，かなり深いところまで関与したものです」（山
本庸幸「わかりやすく，正確な法律と適切な法解釈を目指して」ジュリスト1442号）。
11）例えば，筆者が立案に関与した平成26年11月改正法においても，安倍晋三内閣総理大臣は，
平成25年12月９日，消費者委員会に対して，「景品表示法上の不当表示規制の実効性を確保す
るための課徴金制度の導入等の違反行為に対する措置の在り方について」諮問を行った。消費
者委員会は，当該諮問を受け，「景品表示法における不当表示に係る課徴金制度等に関する専
門調査会」を立ち上げ，同専門調査会と合同会議の上，景品表示法に課徴金制度の導入の必要
性，課徴金制度の仕組みや法律要件の在り方についての考えを示す「不当景品類及び不当表示
防止法の不当表示規制の実効性を確保するための課徴金制度の導入等の違反行為に対する措置
の在り方について（答申）」と題する答申を行った。
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行われる（内閣法制局設置法（昭和27年252号）３条１号）。
　内閣法制局の審査は，本来，法律所管府省庁の主務大臣の閣議請議（国務大臣が，
案件の如何を問わず，内閣総理大臣に提出して，閣議を求めることをいう（内閣法（昭和
22年法律５号）４条３項）。）案の送付を受けてから開始される。しかし，実務上は，当
該閣議請議案の送付が行われる前に法律所管府省庁が作成した法律案の原案につい
て，内閣法制局が審査（当該審査は「予備審査」と呼ばれている。）をしている。
　法律案の予備審査が終了すると法律所管府省庁の主務国務大臣から内閣総理大
臣に対し国会提出について閣議請議案の送付を行う。これを受け付けた内閣官房
から内閣法制局に対し同請議案が送付される。内閣法制局は，予備審査における
審査の結果とも照らし合わせつつ，最終的な審査を行い，必要があれば修正の上，
内閣官房に回付する。
　　イ　内閣法制局審査とパブリックアフェアーズ
　内閣法制局における審査は，法律所管府省庁で立案した法律案に対して，（ⅰ）
憲法や他の現行の法制との関係，立法内容の法的妥当性，（ⅱ）立案の意図が，法
文の上に正確に表現されているか，（ⅲ）条文の表現および配列等の構成は適当で
あるか，（ⅳ）用字・用語について誤りはないか，といった点について，法律的，立
法技術的にあらゆる角度から検討するとされている12）。
　そのため，法律所管府省庁は法律案の第一次案作成のために審議会に諮問する
場合，内閣法制局の予備審査（特に法律案の概要の審査）も並行して受けることが
多い。なぜなら，審議会において特定の制度を導入すべきであるという答申を行
おうとする場合であっても，内閣法制局は上記（ⅰ）憲法や他の現行の法制との関
係，立法内容の法的妥当性という観点から，当該特定の制度の導入をすることは
できない旨の回答をすることがあるためである。
　したがって，法律所管府省庁は，審議会の答申の内容と内閣法制局との考えに著
12）内閣法制局「法律の原案作成から法律の公布まで」（http://www.clb.go.jp/law/process.
html#process_2）。
　　なお，内閣法制局の組織や審査等について，内閣法制局に勤務した経験がある行政法学者が
執筆したものとして，仲野武志「内閣法制局の印象と公法学の課題」（北大法学論集61巻６号
（2011年）183頁）。
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しい乖離が生じないよう，検討している法律案の概要について審議会に並行して
内閣法制局の意見を聴きつつ，審議会における議題設定をすることが多いのが実
情であろう。
　この点，非民主的な内閣法制局13）が法律案の実質的な内容について審査をする
ことについて賛否があるが，本稿では論じる余力はない。そこで，パブリックア
フェアーズの観点から一点指摘するにとどめる。
　まず，企業のパブリックアフェアーズ担当者は，内閣法制局の審査を担当する
職員（担当参事官）に何らかの働きかけを直接行うことはできない。そのため，企
業のパブリックアフェアーズ担当者は，法律所管府省庁の法案立案担当者をサポ
ートすることを通じて内閣法制局に働きかけを行うこととなる。
　その方法の一つとして，例えば，内閣法制局といえども，ファクトや数字など
については反論しがたいので，立法事実を支える社会的事実やデータなどを纏め
て，法律所管府省庁の法案立案者に提供すること等が考えられる。ただし，内閣
法制局が立法事実の存在を認識し，解決すべき問題が明らかになった場合であっ
ても，当該問題を解決する代替案は複数あることがあり得る。そのため，内閣法
制局の審査過程において，審議会の答申やパブリックアフェアーズの担当者の意
図した問題の解決方法と異なる解決方法が実際の法文に反映されることがあるこ
とに留意すべきである。
⑷　③関係府省庁や事業者・消費者・団体などとの調整
　法律所管府省庁は，３⑴ ①，②，④，⑤の各手続において，関係府省庁や事業者・
消費者・業界団体などのステークホルダーとの間の調整を断続的に行うことになる
が，ここで纏めて取り上げる。
　　ア　関係府省庁との調整
　　　（ア）　関係府省庁との調整の概要
　法律所管府省庁は，審議会を開催している段階，審議会の答申がなされ法律
13）内閣法制局の組織機構や人事を紹介するものとして，例えば，阪田雅裕＝川口創『「法の番人」
内閣法制局の矜持』（2014年，大月書店）17頁から67頁まで，西川伸一『これでわかった！　
内閣法制局　法の番人か権力の侍女か』（2013年，五月書房）15頁から35頁まで参照。
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案を作成する段階，与党プロセスの各段階を中心に，関係府省庁との間で調整
を行うこととなる。このように法律所管府省庁が，関係府省庁との間で協議を
行うのは，内閣が法律案を提出するためには，閣議決定が必要であることによ
る。つまり，閣議は全会一致によって行うのが慣例であるところ，法律案につ
いて，全閣僚の承認を事前に得ておく必要がある。そこで，法律所管府省庁は，
関係府省庁との調整を行うのである。
　まず，法律所管府省庁は，関係府省庁と正式な協議を行う前に，関係府省庁
の窓口となる職員との間で，協議を行う。この協議のことを役人用語では「事
前協議」ということが多い。この事前協議において，法律所管府省庁は，関係
府省庁の窓口となる職員に，当該法律案の説明を行い，当該法律案が与える影
響や解釈などについて当該職員と協議を行った上で，当該職員からの質問につ
いて可能な限り回答し，担当者レベルにおいて当該関係府省庁との間における
当該法律案の論点の解消を行う。
　そして，②で説明した内閣法制局審査は，法律案について内閣法制局の担当
参事官，法制部長，法制次長，法制局長官という順に決裁が行われるところ，法
制部長の了解がとれた場合，続く法制次長，法制局長官の決裁において当該法
律案が根本的に変更されることは通常ない。そこで，法律所管府省庁は，関係
府省庁との間で，当該法律案について正式な協議（役人用語では「法令協議」とい
う。）を行うこととなる。法令協議において関係府省庁の承認が得られると，当
該関係府省庁の主務大臣は，事実上，当該法律案について承認したこととなる。
　　　（イ）　平成26年11月改正法を題材にした具体例
　関係府省庁と調整といっても，法律所管府省庁はどの府省庁と何について調
整するのか，イメージが湧きづらいと思われる。そこで，筆者が立案を担当し
た平成26年11月改正法を例にして説明する。次の通り，景品表示法に課徴金制
度を導入する場合，事業者に対する影響，行政調査，行政手続，課徴金納付命令
の執行，行政不服申立，刑罰の新設および国庫の歳入などの事項について関係
府省庁との調整が必要となる。
　　　　ⅰ　事業所管府省庁との調整
　一般消費者向けの表示を行う事業者は，景品表示法を遵守して表示を行う
－ 21－
必要がある（景品表示法５条）。景品表示法に課徴金制度を導入しエンフォー
スメントを強化するという場合，一般消費者向けの表示を行う事業者全てに
影響を与える。そのため，景品表示法を所管する消費者庁は，一般消費者向
けの表示を行う事業者を所管している各関係府省庁（以下「事業所管府省庁」
という。）との調整を行うこととなる。
　一般消費者向けの表示を行う事業者を所管する府省庁といっても広範であ
り，例えば，食品・農産物・水産物等を扱う事業者を所管している農林水産省，
医療業・美容業等を所管している厚生労働省，建築業・宅建業・航空業・自
動車業等を所管している国土交通省，銀行業・証券業・保険業等の金融業を
所管している金融庁，通信業・放送業等を所管している総務省，各産業の振
興を行う経済産業省などと調整を行う。
　企業のパブリックアフェアーズ担当者は，法律所管府省庁と事業所管府省
庁との間の調整が行われることを利用し，事業所管府省庁を通して，法律所
管府省庁に対して業界の意見を陳述するなどの働きかけを行うことも多い。
　　　　ⅱ　行政調査についての関係府省庁との調整
　消費者庁長官は，景品表示法の調査権限を，公正取引委員会に委任してい
る（景品表示法33条２項，不当景品類及び不当表示防止法施行令（平成21年政令
218号。以下「施行令」という。）15条本文）他，一定の要件を充足する場合には
事業所管大臣または金融庁長官に対して委任することができる（景品表示法
33条３項，施行令17条１項）。
　そのため，消費者庁は，公正取引委員会，事業所管各省庁や金融庁との間
で，課徴金制度が導入された場合において，課徴金納付命令の調査権限も委
任されることになるのか，委任された場合には課徴金納付命令の調査はどの
ように進めるのかという事項などの調整を行う。
　　　　ⅲ　行政手続についての関係府省庁との調整
　課徴金納付命令は，「金銭の納付を命じ」る処分であるため，行政手続法
（平成５年法律88号）上，意見陳述のための手続として弁明の機会の付与が不
要となる（同法13条２項４号）。しかし，景品表示法は，課徴金納付命令の事前
手続として，弁明の機会を付与することとしており，行政手続法の特例規定
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を置いている（景品表示法13条から16条）。また，景品表示法は，「課徴金納付
命令その他のこの節の規定による処分については行政手続法……第三章の規
定を適用しない。」（景品表示法25条）と定め，課徴金納付命令などの処分につ
いては，行政手続法上の処分基準（同法12条）や処分理由の提示（同法14条）な
どの規定が適用されないとする，同法の特例規定を置いている。
　そのため，消費者庁は，行政手続法を所管する総務省（行政管理局行政手続
室）との間で上記の同法の特例規定の必要性・相当性について協議を行う。
　　　　ⅳ　行政処分の執行についての関係府省庁との調整
　消費者庁長官は，課徴金を納付しない事業者に対しその納付の督促し，指
定期限までに納付をしない者に対して執行命令を行った上で，課徴金納付命
令を執行することとなる（景品表示法18条１項，19条１項）。
　課徴金納付命令の執行手続は，「民事執行法……その他強制執行の手続に
関する法令に従つてする。」（同条２項）とされているところ，国の債権の強制
執行の申立ては法務大臣が行うこととなる（国の利害に関係のある訴訟につい
ての法務大臣の権限等に関する法律（昭和22年法律194号。以下「法務大臣権限法」
という。）１条）。そのため，消費者庁は，執行のための諸手続について法務省
と調整を行う14）。
　　　　ⅴ　行政不服申立についての関係府省庁との調整
　課徴金納付命令は，行政処分であることから，不服申立，特に処分取消訴
訟（行政事件訴訟法（昭和37年法律139号）３条２項）が提起されることがある。
国を当事者とする訴訟については法務大臣が国を代表する（法務大臣権限法
１条）。そのため，消費者庁は，法務省訟務局や同省民事局などとの間で，課
徴金制度の法律案の法文が抗告訴訟に耐え得る規定となっているかなど法制
的観点からの意見を受けるなどの調整を行う。
　　　　ⅵ　刑事罰の新設という観点からの調整
　平成26年11月改正法は，課徴金納付命令の調査に当たって消費者庁長官が
14）なお，景品表示法の課徴金納付命令により納付すべき課徴金および延滞金の債権は，国の債
権管理等に関する法律（昭和31年法律114号）が適用されない（国の債権管理等に関する法律
施行令３条10号）。
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事業者に対して立入検査や報告命令などを行うことができる調査権限と，当
該調査において事業者が検査忌避や虚偽報告などをした場合には1年以下の
懲役または300万円以下の罰金に処するとする罰則を景品表示法に導入した
（景品表示法29条，37条，38条１項２号，同条２項２号）。
　法律を改正し，罰則を導入するには，刑事法制を掌る法務省刑事局との間
で当該罰則を導入する必要性と量刑の相当性などについて協議をし，同局の
了承を得る必要がある。
　　　　ⅶ　国庫の歳入という観点からの調整
　納付された課徴金は国庫に帰属する。そのため，消費者庁は，国の債権管
理という観点から課徴金の収納について財務省との間で調整を行う。
　　イ　事業者・消費者・団体などとの調整
　法律所管府省庁は，法律案の改正を行うに当たり，事業者・消費者・団体など
とのヒアリングや意見交換などの調整を欠かせない。
　事業者・消費者・団体などの調整は，審議会の開始前，審議会開催中，法律案
の作成中，関係府省庁との協議中，意見公募手続（後記ウ参照），与党プロセス（後
記 ⑸ 参照）などにおいて断続的に行われる。
　その方式は，審議会におけるヒアリングなどの公式なものから，法律所管府省
庁の法案立案担当者と事業者団体の職員が非公式に協議を行うものなど様々なも
のがある。
　なお，法律所管府省庁は，通常，事業者団体や消費者団体などの団体と調整を
行うものであり，個社や個人との調整は通常行われない。
　　ウ　意見公募手続（任意）
　法律は，意見公募手続（いわゆるパブリックコメント）を実施することが義務づ
けられる「命令等」（行政手続法２条８号）に該当しない。そのため，法律案の意見
公募手続は同法に基づいて行われるものではなく，あくまで法律所管府省庁が任
意に行うものである。
　意見公募手続は，その結果の公示において提出された意見と当該意見に対する
法律所管府省庁の考え方が示されることになるため，実務上の重要な指針となる。
また，法律案に対する賛否の意見の総数なども明らかになり，政策決定に与える
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影響も一定程度ある。そのため，企業のパブリックアフェアーズ担当者は，法律
が改正される場合であっても任意の意見公募手続を実施するよう法律所管府省庁
に求め，同手続を積極的に活用すべきである15），16）。
　ただし，意見公募手続の結果の公示において，意見の提出者の氏名または名称
が公表されることがある。そこで，例えば，業界として意見の足並みやレピュテー
ション保持など様々な観点から，意見の提出者として自社名称が公表されること
が相当でない場合には，匿名で意見の提出を行ったり，法律事務所の弁護士を活
用し，弁護士に意見の提出を依頼することなどが行われることもある。
⑸　④与党プロセス
　内閣が国会に法律案を提出するための閣議決定をする前に当該法律案を国会提出
することについて与党の承認を得る手続を経る必要がある。これは，日本国憲法が
議院内閣制を採用していることに基づき，円滑な国会審議を実現するために行われ
る手続である。この手続は，役人用語で「与党プロセス」と呼ばれている。
　現内閣は，自由民主党（以下「自民党」という。）・公明党による連立政権であるこ
とから，内閣が法律案を国会に提出するためには，両党の承認を得る必要がある。
本稿では，紙幅の関係上，自民党の与党プロセスにのみ触れる。
　自民党の政策について調査・立案を行う機関である政務調査会の下に政策分野ご
とに部会・調査会・特別委員会（以下「部会等」という。）がある17）。
　部会等の構成員は自民党の国会議員である。そのため，法律所管府省庁は，部会
等の開催前に法律案を担当する部会等の役員はじめ，当該部会等に所属する国会議
員に法律案の説明を行い，質問に回答するなどの調整を行う。
　事業者・消費者・団体などは，当該部会等に所属する国会議員に陳情その他働き
かけを行い，当該国会議員を通して，法律案に対する意見を述べることが頻繁に行
15）法律所管府省庁が法律案について任意の意見公募手続を実施する場合，その時期は，法律案
について内閣法制局法制部長の決裁を得た後が多い。
16）なお，平成26年11月改正法は，平成26年８月26日から同年９月４日までの間，任意の意見公
募手続を行った（意見公募手続の結果については，http://www.caa.go.jp/representation/
pdf/141024 premiums_1.pdf を参照。）。
17）例えば，消費者庁が所管する法律の改正法案は，消費者問題調査会が審査を行う。
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われる。企業のパブリックアフェアーズ担当者は，自らの業界に関連する法律案の
審査を担当する，部会等に所属する国会議員や議員秘書などと繋がりを持っている
ことが望ましい。
　法律所管府省庁が上程した法律案について部会等の了承が得られた後，政務調査
会の審査手続が行われる。政務調査会の了承が得られた後，総務会による審査手続
が行われる。総務会による了承が得られた後，与党内の最終的な調整が行われるこ
ととなる。
⑹　⑤閣議決定
　法律所管府省庁の主務大臣は，与党プロセスが終了した後，閣議請議を行う。閣
議請議された法律案については，⑶アで記載した内閣法制局の最終審査を経た後，
内閣官房に回付され，閣議にかけられることとなる。
　当該法律案について，異議なく閣議決定が行われると，内閣総理大臣からその法
律案が国会（通常は衆議院が先議となるので衆議院）に提出される。
　閣議決定までの手続を図示すると次のとおりとなる。
回付
送付
意見調整
意見調整
閣議請
議
意見調整
意見調整
②予備審査
諮問 答申
閣 議 決 定 ま で の フ ロ ー チ ャ ー ト
③関係府省庁・
事業者・消費者・団体
自民党・公明党
（④与党プロセス）
審　議　会
所管府省庁
（①法律案の原案作成）
内閣法制局 内閣官房
⑤閣議（決定）
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⑺　⑥国会審議
　　ア　国会審議の手続
　内閣提出の法律案が衆議院または参議院に提出されると，原則として，その法
律案の提出を受けた議院の議長は，適当な委員会に付託する（国会法（昭和22年法
律79号）56条２項）。
　委員会における審議は，国務大臣の法律案の提案理由説明が行われ，その後審
議に入る（衆議院規則（昭和22年議決）44条，参議院規則（昭和22年議決）39条）。法律
案の審議は，主として法律案に対する質疑応答の形式で進められる。委員会にお
ける質疑，討論が終局したときは，委員長が，問題を宣告して，表決に付する（衆
議院規則50条，参議院規則49条）。また，委員会は，当該評決に附帯決議を行うこと
がある。
　委員会における法律案の審議が終了すれば，その審議は，本会議に移行し，本
会議において表決が行われる。
　内閣提出の法律案が，衆議院または参議院のいずれか先に提出された議院にお
いて，委員会および本会議の表決の手続を経て可決されると，その法律案は，他
の議院に送付される（国会法83条１項）。
　送付を受けた議院においても，委員会および本会議の審議，表決の手続が行わ
れる。
　　イ　国会審議とパブリックアフェアーズ
　国会に提出された内閣提出法案は，当該法律案について与党プロセスにおいて
審査したものであることから，通常，与党の国会議員には，党議拘束がかかって
いる。そのため，内閣提出法案が国会への提出後，与党によって法律案の案文が
変更されることは，通常，期待できない。また，法律案が付託された委員会の委
員が与党の国会議員で過半数を占められている場合も同様である。
　それにもかかわらず，例えば，当該法律案の解釈が明らかではない点やその運
用が不透明であったり，当該法律案が政令や規則等の命令に細目を委任している
が当該命令の内容次第で実務上大きな影響を与える場合がある。
　あくまで一例であるが，この場合，企業のパブリックアフェアーズ担当者は，
当該委員会所属の委員である国会議員に国会質疑の前にコンタクトをとった上で，
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当該解釈や運用に関する疑問点や不透明な点を説明する他，命令において定める
べき事項に関する説明を行い，当該解釈や運用に関する質疑や，命令において定
めるべき事項を例示してもらう答弁を政府から引き出す質疑を行ってもらうこと
があろう。
　また，別の例としては，法律が成立した場合であっても，当該法律の施行準備
として行われる政令・規則・ガイドラインが企業の健全な事業活動を阻害するこ
とを防止することや，将来の技術の発達などの事情により時機をみて再び改正を
見直す機会を得るために，委員会の表決の後に，所要の附帯決議をすることを委
員会所属の国会議員に求めることも行うことも考えられよう18）。
　　⑦　法律の成立・公布
　　ア　法律の成立・公布の概要
　法律案は，憲法に特別の定めのある場合を除いては，衆議院および参議院の両
議院で可決したときに法律となる（日本国憲法（昭和21年憲法）59条１項）。
　法律が成立したときは，後議院の議長から内閣を経由して奏上される（国会法
65条）。また，法律は，法律の成立後，後議院の議長から内閣を経由して奏上され
た日から30日以内に公布される（国会法66条）。法律の公布は，公布のための閣議
決定を経た後，官報に掲載されることによって行われる。
　　イ　法律の成立・公布後におけるパブリックアフェアーズ
　成立した法律の施行準備として，政令・規則などの命令の制定やガイドライン
を定めることを要する場合，企業のパブリックアフェアーズの担当者は，当該命
令・ガイドラインの内容が適切なものとなるべく，施行準備の成り行きをウォッ
チすることが必要となる。
18）例えば，不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する法律（平成26年法律71号）は，
本則４条に「……政府は，この法律の施行後一年以内に，課徴金に係る制度の整備について検
討を加え，必要な措置を講ずるものとする。」と規定されていたことから，衆議院・参議院と
もに「課徴金制度の導入に当たっては，透明性・公平性の確保のため主観的要素の在り方など
賦課要件の明確化及び加算・減算・減免措置等について検討し，事業者の経済活動を委縮させ
ることがないよう配慮するとともに，消費者の被害回復という観点も含め検討し，速やかに法
案を提出すること。」という項目を附帯決議に盛り込んだ。
－ 28－
　例えば，施行準備において，自社または自らの業界が意見表明をする場を確保
するため，⑷アで説明した，法律所管府省庁と関係府省庁との法令協議において，
法律成立後にガイドラインを策定するに当たっては，関係府省庁との協議事項と
しておくべきことを予め関係府省庁に要望しておくことも有効であろう。なぜな
ら，法律所管府省庁の所管法律に関するガイドラインは，当該法律所管府省庁に
よる当該所管法律の解釈を明らかにするものであるから，原則として，当該法律
所管府省庁が単独で定めることができるところ，上記のように関係府省庁との協
議事項としておけば，自社または自らの業界が当該関係府省庁を通して，ガイド
ライン案に対して意見を出すことが可能となることがあるためである。
　このように，法律の施行準備として命令やガイドラインにおいて定めるという
場合には，これらが制定されるまで，パブリックアフェアーズ担当者は，法律所
管府省庁の動きに留意し続けなければならない。神は細部に宿るのである。
　また，改正法の施行後であっても，改正法後の法律の運用状況をウォッチして，
データを収集することもパブリックアフェアーズの仕事となる。集めたデータが
将来の法律改正の立法事実を支えるデータとなることがあるからである。
４　最後に
　本稿は，日本における内閣提出法案の立案過程を概説すると共に，当該立案過程
におけるパブリックアフェアーズについて例を挙げながら確認した。
　ただし，本稿で述べたことは，内閣提出法案に関するパブリックアフェアーズを
行う上でのいわば必要最小限度の知識を確認したに過ぎない。実際に，内閣提出法
案に関するパブリックアフェアーズを行うには，個別具体的な内閣提出法案の内容
に応じて，
　・法律案の与える影響・自ら所属する業界・海外の制度の分析
　・法律所管府省庁，事業所管府省庁，国会議員などのパブリックセクターとの関
係の構築
　・研究者・弁護士・NGOなどの専門家との関係構築
　・自社のパブリックアフェアーズの目的に適合した世論・社会的ムーヴメントを
起こすためのPR 19）戦略の企画・立案・実施
－ 29－
　・メディア会社・PR会社などとの連携 20）
　・パブリックアフェアーズにコミットする経営体制の構築
　・業界団体の設立・加入・運営など業界の横のつながりの構築
などが必要となる。
　（平成28年10月11日脱稿）
19）ここでいう PR とは，商品・サービスの宣伝広告を指すものではない。“Public Relations”，
即ち，企業と社会との関係を構築する行為を指すものである。そのため，PR 戦略とは，イメ
ージ向上といった抽象的な利益の獲得を狙うものではなく，社会的課題やそれを克服するため
の政策やルールを社会に提言して，社会の後押しを獲得するための戦略のことを指す（株式会
社ベクトル＝藤井敏彦他・前掲注５）118頁）。
20）日本において，パブリックアフェアーズという概念を理解し，その重要性を認識した上での
PR 業務をビジネスとしている企業が少ないことを指摘するものとして，株式会社ベクトル＝
藤井敏彦他・前掲注５）119頁。
